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　県内における大規模な災害を想定した総合防災訓練を実
施し、「県民の防災意識の高揚」、「県内広域応援体制の
強化」及び「地域の防災関係機関の連携強化」等を通じて
地域防災力の強化を図ります。

　石油類の流出、火災等の石油コンビナート災害に対して関係機関の連携に
よる迅速・的確な応急対策が実施できるよう、毎年訓練を実施しています。

　自主防災組織等の地域住民と小学校や中学校が連携して災害時要援護者にも配慮した避難訓練等を実施す
るよう支援します。

しました。

○平時から全庁的な危機管理体制を構築するため、本庁各部局及び県民局に「危機管理員」を設置しました。
（H20.4.1～）

②地域防災力強化訓練



北長狭待機宿舎

しました。（増築面積：768㎡）



ひょうご災害緊急支援隊ひょうご災害緊急支援隊

　地震や風水害などの大規模災害発生時に初動・応急対策を迅速かつ
的確に実施することが困難となった被災市町に対し、災害対応の知識
や経験を持つ県・市町職員などを派遣し、当該市町の初動・応急対策
の支援を行います。

また、ホームページにより地震情報、気象情報などの防災関連情報を県民に提供しています。

320台（H23.4.1現在）

104 （平成23年4月1日現在）

（兵庫県防災気象情報）
http://hyogo.bosaiinfo.jp/（PC版）
http://hyogo.bosaiinfo.jp/mobile/（携帯版）

（訓練風景）



●下記のＱＲコードまたはアドレスから登録できます

http://bosai.net/ehttp://bosai.net

ひょうご防災ネット ひょうごＥネット

　平成22年12月１日に都道府県レベルでは全国初の広域連合
となる「関西広域連合」が設立され、広域防災を担当する広
域防災局が兵庫県に設置されました。
　東南海・南海地震等の広域災害への関西がとるべき対応方
針等を記載した「関西広域防災計画」や広域応援の具体的な
手続き等を記載した「関西広域応援実施要綱（仮称）」の作
成に取り組んでいます。
　併せて、広域応援訓練、防災分野の人材の育成、備蓄等の
検討、調査研究、更には、新型インフルエンザや鳥インフル
エンザ等への対応も行います。

関西広域連合による広域防災体制の確立関西広域連合による広域防災体制の確立

27
（副隊長１名、操縦士７名
整備士７名、航空救助隊員11名）
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　平成17年度より、携帯電話のメール機能、ホームページ
機能を利用して、地震・津波情報、気象情報、避難勧告・
避難指示情報などの緊急情報を県民に発信する「ひょうご
防災ネット」を運用しています。
　また、外国人県民に対して、５言語（英語、韓国・朝鮮
語、中国語、ポルトガル語、ベトナム語）に翻訳定型化さ
れた緊急情報を発信する「ひょうごＥ（エマージェン
シー）ネット」を運用しています。



　人と防災未来センターにおいて、地方自治体の首長や職員を対象に、組織のトップの危機管理能力の向上
や災害対策専門職員の養成を目的とした研修を実施しています。

　県民一人ひとりが日頃から災害に備えた行動に取り組む「防災力強化県民運動－ひょうご防災アクション
－」を推進しており、住宅の耐震化、室内安全対策（家具の転倒防止等）、実戦的な防災訓練、地域・学校
における防災学習 に重点的に取り組んでいます。
　ひょうご安全の日推進県民会議ホームページ：http://www.19950117hyogo.jp/

防災力強化県民運動の推進防災力強化県民運動の推進

震災の教訓を生かし語り継ぐ兵庫の防災教育

●災害対策専門研修の実施

コース

災害に学び、生きる力を育む

地域の災害特性を踏まえた兵庫の防災教育の推進

トップフォーラム、マネージメントコース、特設コース
延べ受講者数　3,128名（平成14～21年度）

H19.4 H20.4 H21.4 H22.4

95.7 95.7 95.8 95.9

625 22



人　　数　　143名（平成23年2月現在）
派遣実績　　○最近3年の派遣実績
　　　　　　平成19年度　　　新潟県中越沖地震　　2名
　　　　　　平成21年度　　　台風第9号災害　　　11名
            　　平成20～22年度　四川大地震　　　　13名

耐震診断及び

「住宅耐震改修支援」
　「住宅耐震改修工事費補助」に加算して、県民の耐震改修工事に要する費用に対して補助します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成21年度～）

　各学校は、災害に備え、地域の自主防災組織等と連携して定期的に防災訓練を実施しています。
また、「災害対応マニュアル」を作成し、必要に応じて見直しを行っています。

　県では、各教育事務所等の９名の防災教育専門推進員が、各学校の防災教育担当者を対象に防災教育研修
会を開催しています。また、専門的な知識を身に付けた防災教育推進指導員（教職員）を計画的・継続的に
養成しています。
　さらに、平成23年度より防災教育副読本を新たに作成し、防災教育を一層推進します。

●学校防災体制の充実

●学校における防災教育の充実

　県では、教育復興担当教員等の取組を「児童生徒の心のケアに係る研修プログラム」としてまとめ、これ
を用いた教員研修を実施します。

●心のケアの充実



　地震災害において、住民の生命を守るためには、建物の耐震性を高
めることはもとより、室内の安全性を高めることの重要性が指摘され
ています。
　家具を置かない、家具の向きを変える、廊下の物を片付けるなど、
総合的に「室内安全対策」に取り組んでいます。

　被災者用物資・救助資機材の備蓄機能や救援物資の集積・配送機能、応急活動要員の集結・出動機能を備
えた広域防災（ブロック）拠点を全県に整備し、既存施設を活用した広域防災拠点を整備しています。

室内安全対策の促進室内安全対策の促進
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三木総合防災公園

西播磨

但馬
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阪神南

丹波

計

・転倒する危険ある

　家具を置かない

・家具の密度を減らす

ステップ1

・転倒する危険のある

　家具やロッカー等が

　倒れても安全なよう

　　に配置を工夫

ステップ2

・転倒しにくい家具の

　購入

・家具の転倒防止

　　（家具固定）

ステップ3

①備蓄機能
被災者用物資や救助資機材などを備蓄しています。



【所 在 地】 赤穂郡上郡町（播磨科学公園都市内） 
【規　　模】 建物延面積　1,132㎡ 
【供用開始】 平成11年３月

西播磨広域防災拠点

【所 在 地】 南あわじ市広田広田（淡路ふれあい公園内）
【規　　模】 建物延面積　810㎡
【供用開始】 平成19年２月

淡路広域防災拠点

【所 在 地】豊岡市岩井（但馬空港敷地内） 
【規　　模】建物延面積　810㎡ 
【供用開始】平成13年８月 

但馬広域防災拠点

【所 在 地】丹波市柏原町柏原
　　　　　（丹波県民局内） 
【規　　模】建物延面積　34㎡ 
【供用開始】平成20年４月

丹波広域防災拠点

【所 在 地】西宮市甲子園浜
　　　　　（今津浜公園内）
【規　　模】建物延面積　300㎡
【供用開始】平成20年４月

阪神南広域防災拠点

【所 在 地】三木市志染町
【規　　模】陸上競技場サイド、
　　　　　バックスタンド下　5,000㎡
【供用開始】平成20年４月

三木総合防災公園

陸上競技場

第２陸上競技場

野球場

屋内テニス場

芝生広場

球技場

駐車場

備蓄倉庫、物資の集積、
仕分け、一時保管

臨時ヘリポート、物資の集積、
仕分け、一時保管

臨時ヘリポート、物資の集積、
仕分け

活動要員の集結・宿泊・出動、
物資の集積、仕分け

活動要員の集結・宿泊・出動

同　　上

同　　上

物資の集配拠点

要員の活動拠点

防災拠点としての利用（災害時）
活動拠点 施設名 利用方法

災害時には、救
援物資の集積拠
点となります。
ス タ ン ド 下 約
5,000㎡を備蓄倉
庫として活用し
ています。

○主要施設は震度7級の地震でも機能を保てるよう耐震化
しています。
○発電機3基、耐震性貯水槽（8千リットル）でライフラ
インの供給停止に備えています、



　震災から５年を迎えた平成11年度に実施した震災対策国際総合検証事業において、阪神・淡路大震災の緊
急対応から被災者支援、各種復興対策などについて、国内外の検証委員から様々な提言を受け、その実現に
取り組みました。
　また、平成16年には、復興10年総括検証・提言事業において、阪神・淡路大震災の10年間にわたる復興過
程を総括的に検証し、６分野54テーマについて459項目の提言を得ました。
　さらに、平成21年には、復興10年総括検証の成果や復興フォローアップ委員会での意見を基に、阪神・淡
路大震災の重要な教訓100項目を抽出し、これらの教訓の全体像をわかりやすく再整理した冊子「伝える－
阪神・淡路大震災の教訓－」を出版し、地域や世代を超えて、広く教訓を発信しています。

広域防災センター
消防職員及び消防団員の教育や県民の防災
学習拠点です。緊急消防援助隊の広域訓練
基地としても利用します。

※H18～H20年度に「長周期地震における室内
の安全対策」について兵庫県と防災科学研究所
の協同実験を実施。

復興5年検証、復興10年総括検証・提言事業、震災教訓冊子「伝える」の作成復興5年検証、復興10年総括検証・提言事業、震災教訓冊子「伝える」の作成



人と防災未来センターの運営人と防災未来センターの運営

地震被害想定地震被害想定

　風水害等の自然災害に関す
る展示。アジア防災センター
などの防災関係機関が集積。

東館

西館

　震災が起こった１月17日を条例で「ひょうご安全の日」
と定め、「減災月間（１月）」を中心に、震災時を追体験
する1.17メモリアルウォークなどの「ひょうご安全の日のつ
どい」、全国の子どもや学生の防災教育活動を顕彰する
「1.17防災未来賞『ぼうさい甲子園』」、多様な防災・減災
への県民の取り組みを支援する「ひょうご安全の日推進事
業」などを実施しています。

　平成21年～22年度にかけて、平成10年度に実施した
兵庫県地震被害想定を見直しています。本県において
震度5強以上の揺れを生じさせる地震および未知の断
層による各市役所・町役場直下に震源地を設定した地
震の震度分布図を作成し、人的・物的被害を想定する
ことで事前対策等の資料とします。
　また、その中でも特に注意を要する地震や発生確率
の高い地震（東南海・南海地震、山崎断層帯地震、上
町断層帯地震）、さらには地域において注意すべき代
表的な地震（中央構造線断層帯地震、養父断層帯地
震）について詳細な検討をしています。

地震対策の推進

中山間地を中心に、
広域に被害が及ぶ地震

中山間地を中心に、
局所的に被害が集中する地震

市街地を中心に、
広域に被害が及ぶ地震

被害影響度

市街地を中心に、
局所的に被害が集中する地震

東南海・南海地震
30年発生確率 60-70%
東南海・南海地震

30年発生確率 60-70%

山崎断層帯地震
30年発生確率  0.03-5%
山崎断層帯地震

30年発生確率  0.03-5%
上町断層地震

30年発生確率  2～3%
上町断層地震

30年発生確率  2～3%

養父断層帯地震
30年発生確率 0.45%
養父断層帯地震

30年発生確率 0.45%

中央構造線地震
30年発生確率 0.005-1%
中央構造線地震

30年発生確率 0.005-1%

市
街
地

中
山
間
地

地
域
性

広域的

局所的

3,662,935人（平成22年３月未現在）



　東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法に基づき、東南海・南海地震防止対策推
進地域（14市1町）について、津波からの防護及び円滑な避難に関する事項、避難地・避難路等、緊急に整
備すべき施設の整備に関する事項等を定めています。（平成16年度作成）

　平成21年台風第９号の災害等の教訓を踏まえ、県下全域で「治山ダ
ム」、「砂防えん堤」の重点整備や県民緑税を活用した「災害に強い
森づくり」を総合的に推進します。

東南海・南海地震対策の実施東南海・南海地震対策の実施

「ひょうごの治山・治水防災実施計画」に基づく総合的な治山・治水対策の推進「ひょうごの治山・治水防災実施計画」に基づく総合的な治山・治水対策の推進

平成17年度～平成30年度

●東南海・南海地震防災対策推進計画の作成

県内で津波による浸水が想定される地区について、津波シミュレーショ
ンを実施して、津波浸水予測図を作成しています。

●津波浸水予測図の作成

　津波からの避難が必要とされる海沿いへの注意喚起や、
津波等の住宅地等への浸水を防ぐ防潮扉の閉鎖の必要性を
周知するために、予想津波高を記載した津波広報プレート
の設置しています。

●津波広報プレートの設置 南あわじ市福良地区についての浸水予測図

●山地防災・土砂災害対策緊急5箇年計画の推進



　森林の防災面での機能強化を早期・確実に進めるため、県民緑税を活用し、間伐木を利用した土留工の設
置や流木災害等を軽減する災害緩衝林整備を行うとともに、集落裏山を対象に危険木伐採などの森林整備と
併せて簡易防災施設の設置等を行います。

　県民の防災意識の向上を図り、災害時に県民がより的確に行動できることを目指して、洪水、土砂、高
潮、津波、ため池の各自然災害による危険度（浸水想定エリア、危険箇所など）や、避難に必要な情報など
を記載した地域の風水害対策情報（CGハザードマップ）を作成し、平成17年度から県のホームページで公
開しています。
　また、河川監視カメラ・水位情報や浸水想定区域図の充実を図るとともに、地域別土砂災害危険度情報を
新たに発信するなど的確な避難判断につながる情報の充実を図っています。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　http://www.hazardmap.pref.hyogo.jp/hazmap/top.htm

 海外で大規模な災害が発生した際に、見舞金や毛布・医薬品・テント等の救
援物資での支援をしています。また、日本政府が派遣する国際緊急援助隊等
に、県職員等を参団させ、被災地での救援活動等に協力しています。

●中国四川大地震（平成20年５月発生）に対する支援
（被災地にテントを寄贈、JICA緊急援助隊（医療チーム）への看護
　師の参団、県民の義援金による博愛中心衛生院建設　等）
●ハイチ地震（平成22年1月発生）に対する兵庫県の支援
（JICA緊急援助隊（医療チーム）への看護師の参団、ハイチの復旧
　・復興支援研究会による助言、県民の義援金による学校再建　等）

災害緩衝林整備イメージ 間伐木を利用した土留工

明石川決壊時の区役所の浸水シミュレーション（CG）

豪雨時に土留工が流出土砂を抑止

トルコ北西部地震の被災に送られた
応急仮設住宅

四川大地震に際し、兵庫県から被災
地へ贈呈したテント

兵庫の国際防災協力兵庫の国際防災協力

【兵庫県の主な支援実績】

●災害に強い森づくり

●CGハザードマップの作成・普及



　1988年のアルメニア地震の際、国際社会の支援が集中し、被災国政府が混乱した反省を踏まえ、各国の捜
索・救助機関のネットワークとして設立されたのが、国際捜索・救助諮問グループ（ＩＮＳＡＲＡＧ）で
す。その年次会合は、従来、アジア・太平洋、アメリカ、アフリカ・欧州・中東の世界３地域で分かれて開
催されていましたが、2010年９月に、初の世界全体での会合が、兵庫県で開催されました。
　そこでは、成果文書「兵庫宣言」が採択され、各国の国内の救助チームの能力強化に努めることや、海外
で活躍するチームが、国際基準にのっとった能力を備えることの重要性が確認されました。

　平成17年1月18日から22日の5日間、国連加盟168カ国・地域の政府代表団、国連専門機関、国際NGO等、
約4,000人が参加し開催。21世紀の国際防災戦略である「兵庫行動枠組」が採択されました。また、会議の具
体的な成果として、被災直後の応急対策に資する基金として「国連中央緊急対応基金（CERF）」が国連に
設置され、地方自治体として世界で初めて兵庫県が拠出するとともに、被災国の復興対策を総合的に支援す
るための機関「国際防災復興協力機構（IRP）」が神戸東部新都市に設立されました。

　国際連合が、兵庫行動枠組を推進するために実施する世界防災キャンペー
ン2010-2011「災害に強い都市の構築」において、兵庫県は、災害に強い都
市として、世界で最初のロールモデル（模範都市）に認定されました。
　また、井戸兵庫県知事は、地方政府において災害リスクの軽減の重要性の
普及・推進等、顕著な行動を行っている指導者として、「チャンピオン（防
災・減災リーダー）」に任命されました。
　今後も、世界における防災・減災のけん引役として、阪神・淡路大震災の
経験や教訓等、兵庫の防災・減災の知見を、さらに発信していきます。
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ワルストローム国連総長特別代表より、
チャンピオン就任依頼を手交される井戸知事

神戸海洋気象台

国連国際防災戦略（ISDR）兵庫事務所 「兵庫行動枠組」の実施と推進、進捗状況のモニタリング

安全・安心なまちづくり、共生社会の実現に関する調査研究

兵庫県の防災気象情報、地上気象観測

ひょうご震災記念21世紀研究機構



●住宅再建共済制度

●家財再建共済制度
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●マンション共用部分再建共済制度
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×加入時の住戸数
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×加入時の住戸数

×新たなマンションの住戸数
　（加入時の住戸数を上限）

（注）兵庫県以外で再建した場合は、上記給付金額の1/2の額となります。

（注）１ 住宅再建共済制度加入者は、負担金年額1,000円/戸となります。
　　２ 賃貸住宅等については、賃借人が加入できます。
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